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島原市企業立地の促進及び雇用の創出に関する条例 

【概要版】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【条例の趣旨】 

 

島原市では、平成２４年４月に、事業所の新設、増設、移設、改修を行う 
事業者に対し支援措置を講じ、新規企業の立地及び地場企業の拡大を促進する
ことにより、本市の経済の振興及び雇用の創出を図っていくため、各種支援措
置を定めた条例を制定しました。 
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【島原市企業立地促進・雇用創出事業のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【支援メニュー】 

① 立 地 奨 励 金 

◆投下した固定資産額にかかる 

固定資産税相当額を３年間補助 

【対象業種】 

①製造業 

②自然科学研究所 

③機械修理業 

④情報サービス業 

⑤宿泊業 

⑥技術サービス業 

⑦物流関連業 

【対象要件】 

島原市に新設・増設・移設・改修を行

う事業者が以下の要件を満たす場合に

支援を行う。 

 
 

 【新設の場合】 

事業所の新設に伴い以下の条件を満たす

こと。 

投下固定資産額：2,500 万円以上 

新規雇用者の増加：5人以上 

【増設・移設の場合】 

事業所の増設・移設に伴い以下の条件を満

たすこと。 

投下固定資産額：1,000 万円以上 

新規雇用者の増加：1人以上 

事業の指定

認可 

② 施 設 整 備 奨 励 金 

◆投下した固定資産額（土地代を

除く）の取得額又は改修に要した

経費に新規雇用者の数に応じて一

定の率を乗じた額を補助（限度額

1億円（改修の場合 2,000 万円）） 

③ 土 地 家 屋 賃 借 奨 励 金 

◆土地・家屋賃借料の 25％を 3年

間補助（限度額 1年間で 1,000 万

円） 

④ 雇 用 奨 励 金 

◆新規雇用した人数に対する補助 

 正規雇用者…50 万円／人 

 短時間雇用者…25 万円／人 

 （限度額 5,000 万円） 

【改修の場合】 

事業所の改修に伴い、以下の条件を満たす

こと。 

改修に要した額：2,500 万円以上 

新規雇用者の増加：5人以上 
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１．目的 

本 市 に お け る 新 規 企 業 の 立 地 及 び 地 場 企 業 の 拡 大 を 促 進 す る た め 必 要 な 支 援 措 置 を 講 じ 、 産 業 の 振 興 と 雇 用 の創出 を

図る こ とを 目 的と する 。  

 

２．定義 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

３．奨励措置 

〇市が事業者へ事業所の設置に必要な土地の斡旋や設置に必要な情報の提供や用地までの市道の整備、雇用者の確保の協力等を行う。 

〇奨励金の交付 

 ①立地奨励金 ②施設整備奨励金 ③土地家屋賃借奨励金 ④雇用奨励金 

４．奨励金の額 ※別表 

条例の主な内容 

【事業者とは】 

以下の業種に属する事業を営む者。 

①製造業 

②自然科学研究所 

③機械修理業 

④情報サービス業 

⑤宿泊業 

⑥技術サービス業 

⑦物流関連業 

【事業所とは】 

左記に掲げる事業者が設置する、直

接事業に使用する工場・施設等 

【事業所の新設・増設・移設・改修とは】 

〇新設…市内に新たに事業所を設置 

〇増設…事業の規模拡大を目的とし

て、市内に事業所を設置 

〇移設…事業の規模拡大を目的とし

て、事業所を廃止し、市内

に新たに事業所を設置 

〇改修…事業所の機能向上を目的と

して、市内既存事業所の修

繕等を行うこと 

【投下固定資産額とは】 

事業所の設置に要する土地・家屋及び

償却資産の取得に要した費用の総額 

改修については工事・設備投資の額 

【正規雇用者とは】 

常時（雇用期間の定めのない）雇用

され、雇用保険の被保険者である新

規雇用者 

【短時間雇用者とは】 

一週間の勤務時間が20時間以上で

あり、所定労働時間が正社員より短

い新規雇用者 
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奨励金の種類 対象要件 奨励金の額等

立地奨励金

　島原市内に事業所の設置を行い、次の基準に該当すること。
（1）事業所を新設するにあたり取得した投下固定資産額が2,500万円
以上であり、かつ新設にかかる新規雇用者の増加が5人以上であるこ
と。
（2）事業所を増設・移設するための投下固定資産額が1,000万円以上
であり、かつ増設・移設にかかる新規雇用者の増加が1人以上である
こと。

１　奨励金の額　事業所を新設、増設又は移設するにあたり取得した
土地、家屋又は償却資産に係る固定資産税（都市計画税を除く。）に
相当する額以内とする。ただし、税の免除又は不均一課税の適用を受
けている場合は、実際に納付した固定資産税に相当する額以内とす
る。
２　交付対象期間　補助対象となる固定資産の取得が全て完了した日
以後、初めて当該固定資産税が課される年度から３年度間
３　支給時期　各年度毎に、当該固定資産税の納付が確認された後交
付する。

施設整備奨励金

　島原市内に事業所の設置を行い、次の基準に該当すること。
（1）事業所を新設するにあたり取得した投下固定資産額が2,500万円
以上であり、かつ新設にかかる新規雇用者の増加が5人以上であるこ
と。
（2）事業所を増設・移設するための投下固定資産額が1,000万円以上
であり、かつ増設・移設にかかる新規雇用者の増加が1人以上である
こと。
（3）事業所を改修するための投下固定資産額が2,500万円以上であ
り、かつ、新規雇用者の増加が5人以上であること。

１　奨励金の額　事業所の新設、増設、移設又は改修に係る投下固定
資産額（土地の取得に係る費用を除く。）に、新規雇用者の人数に応
じた次に掲げる各補助率を乗じた額以内とする。
(１)１～10人　５％
(２)11～20人　６％
(３)21～30人　７％
(４)31～40人　８％
(５)41～50人　９％
(６)51人以上　10％
２　支給時期　事業を開始した日以後、奨励金の対象となる投下固定
資産額の支払を確認した後交付する。
３　奨励金の限度額　１億円（改修の場合2,000万円）

土地家屋賃借
奨励金

　島原市内に事業所の設置を行い、次の基準に該当すること。
（1）事業所を新設するにあたり取得した投下固定資産額が2,500万円
以上であり、かつ新設にかかる新規雇用者の増加が5人以上であるこ
と。
（2）事業所を増設・移設するための投下固定資産額が1,000万円以上
であり、かつ増設・移設にかかる新規雇用者の増加が1人以上である
こと。
（3）事業所を改修するための投下固定資産額が2,500万円以上であ
り、かつ、新規雇用者の増加が5人以上であること。

１　奨励金の額　新設、増設又は移設に係る事業所の土地及び家屋の
賃借料に25％を乗じた額以内とする。
２　交付対象期間　事業を開始した日以後３年間
３　支給時期　１年毎に、賃借料の支払を確認した後交付する。
４　奨励金の限度額　１年間につき1,000万円

雇用奨励金

　島原市内に事業所の設置を行い、次の基準に該当すること。
（1）事業所を新設するにあたり取得した投下固定資産額が2,500万円
以上であり、かつ新設にかかる新規雇用者の増加が5人以上であるこ
と。
（2）事業所を増設・移設するための投下固定資産額が1,000万円以上
であり、かつ増設・移設にかかる新規雇用者の増加が1人以上である
こと。
（3）事業所を改修するための投下固定資産額が2,500万円以上であ
り、かつ、新規雇用者の増加が5人以上であること。

１　奨励金の額　事業所の新設、増設、移設又は改修に伴う、市内に
住所を有する新規の正規雇用者の人数に50万円を乗じた額を交付す
る。
市内に住所を有する新規短時間雇用者は25万円を乗じた額とする。
２　支給時期　１年毎に、給与等の支払いを確認した後交付する。
３　奨励金の限度額　5,000万円
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５．指定 

   〇奨励金の交付を受けようとする者は、あらかじめ指定申請を市長に行い、市長は、これを審査し、事業者へ指定の認定を行う。 

 

６．審査会の設置 

   〇市長は、事業者から指定申請がなされた場合は、「島原市企業立地促進雇用創出審議会」へ諮問する。 

 

７．指定の取り消し 

   以下の条件を満たさない場合は、市長は、指定を受けている事業者の指定を取り消すことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８．奨励金の返還 

   事業者の指定が取り消された場合は、既に交付された奨励金の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

 

９．地位の継承 

   指定事業者が以下の項目に該当する場合は、市長の承認を受けて指定事業者の地位の承継をすることができる。 

 

 

 

 

 

 10．報告調査 

   〇指定事業者は、操業を開始した日から５年間市長に対して事業の報告を行わなければならない。 

【取消要件】 

①指定 事 業者 が 指 定要 件 を満 た さな くな っ たと き 。  

②指定 の 日か ら 1 年以 内 に事 業 所の 設置 工 事に 着 手し ない と き。  

③事業 所 を事 業 の 目的 に 使用 せ ず、 又は 他 の用 途 に使 用し た とき 。  

④事業 開 始か ら ５ 年以 内 に、 事 業を 廃止 若 しく は 休止 した と き、 又 はそ の状 況 にあ る と認 めら れ ると き 。  

⑤虚偽 の 申請 又 は その 他 不正 の 行為 によ り 指定 を 受け たと き 。  

⑥その 他 市長 が 特 に取 り 消し の 必要 があ る と認 め たと き。  

①死亡 し た場 合➡その 相 続人  

②法人 が 合併 又 は 分割 し た場 合  

➡合 併 後存 続 する 法人 若 しく は 合併 によ り 設立 さ れた 法人 又 は分 割 によ り事 業 を承 継 した 法人  

③営 業 を譲 渡 した 場合➡その 譲 受人 。  
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島原市 商工観光部 商工振興課 

 

〒８５５－００４５ 

長崎県島原市上の町５３７番地 

TEL：０９５７－６３－１１１１ 

FAX：０９５７－６２－８１００ 

E-mail：companylocation@city.shimabara.lg.jp 

mailto:companylocation@city.shimabara.lg.jp

